
 

第 12章 ＩＴ産業振興事業 

 

１ 会津産ＩＴ技術認定（令和５年度まで） 

 

○概 要 

市内において、ＩＴを活用して起業を志す学生・個人・グループ、新商品を開発した企業、新技

術を創出する研究者、学生などを対象に、優秀な成果品に対して「会津産ＩＴ技術」の認定を与え、

ＩＴベンチャー企業の技術やサービス、商品等の広域的な市場開拓に対し、そのスタートアップを

支援しました。 

なお、技術部門・ビジネスモデル部門としての募集は令和元年度で終了し、令和２年度からは幅

広く優秀な情報技術を募りました。 

○募集資格  市内において、活動する市民や本市を拠点とする法人等 

○応募期間  約 1ヶ月 

○評価基準 

会津産ＩＴ技術認定会議では新たな技術、商品・サービスにより広域的な市場開拓を目指す事業

や、生産、販売方法等において新たなビジネスモデルの創出及び活用を伴う事業等の視点から優れ

た技術やビジネスモデルを選定しています。 

会津産ＩＴ技術認定会議の主なメンバーは会津大学、地元銀行、福島県ハイテクプラザ、民間支

援機関、市等で構成しています。 

 

○特 典  

(1) 会津産ＩＴ技術が [１]技術としての新規性又は独自性を持つ [２]技術としての優位性を

持つ [３]市の事業において有用性を持つ場合には、市の事務事業への導入が検討されます。  

(2) 国機関等との連携やベンチャーキャピタリストからの助言・指導等の支援を働きかけます。  

(3) 地元金融機関をはじめとする融資の専門家から融資環境を視野に入れながらの助言・指導等の

支援を受けることができます。  

(4) 会津若松市認定会津産ＩＴ技術という称号を使用することができます。  

(5) 副賞として報奨金が授与されます。（予算の範囲内）  

(6) 会津若松市に対して技術やビジネスモデル等での問い合わせ等があった際には優先的に紹介

されます。  
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○応募状況及び会津産ＩＴ技術認定結果 

(１)応募総数  

平成 21年度 総数 ５件 （ビジネスモデル部門 ０件、技術部門 ５件） 

平成 22年度 総数 ７件 （ビジネスモデル部門 １件、技術部門 ６件） 

平成 23年度 総数 ７件 （ビジネスモデル部門 ０件、技術部門 ７件） 

平成 24年度 総数 ７件 （ビジネスモデル部門 ０件、技術部門 ７件） 

平成 25年度 総数 ７件 （ビジネスモデル部門 ０件、技術部門 ７件） 

平成 26年度 総数 ６件 （ビジネスモデル部門 ２件、技術部門 ４件） 

平成 27年度 総数 ５件 （ビジネスモデル部門 ０件、技術部門 ５件） 

平成 28年度 総数 ６件 （ビジネスモデル部門 ２件、技術部門 ４件） 

平成 29年度 総数 ０件 （ビジネスモデル部門 ０件、技術部門 ０件） 

平成 30年度 総数 ５件 （ビジネスモデル部門 １件、技術部門 ４件） 

令和元年度 総数 ２件 （ビジネスモデル部門 ０件、技術部門 ２件）  

令和２年度  総数 ４件 （部門による募集の廃止） 

令和３年度  総数 ３件 

 令和４年度  総数 ０件  （応募なし） 

令和５年度 総数 １件 

 

(２)最近の認定者及び事業名  

【平成 21年度】 

◎大賞 該当なし 

○奨励賞 

株式会社マイクロアーツ：QRコードと携帯電話による図面のトレーサビリティシステム  

株式会社ＮＳＴ ：ウェブアプリケーションの脆弱性検知及び原因箇所の特定支援技術  

会津大学会津 IT日新館工房５：カム運動曲線創成システム 

 

【平成 22年度】 

◎大賞  

株式会社あくしゅ ：IaaS/PaaS型クラウドを実現するオープンソースソフトウエア「Wakame」  

○奨励賞 

会津大学  遠藤国忠：スマートフォンアプリ ユーザー同士による服選びサポートシステム 

株式会社 Eyes, JAPAN S3D技術を使用した医療用 3DCG映像コンテンツライブラリの作成  

 

【平成 23年度】 

◎大賞 

 花咲けピクチャーズ株式会社：ファッション系ソーシャルコマース「STYLE SHARETM」 

○奨励賞 

株式会社ジークルー：マルチプラットフォームゲームエンジン「GCube」」 

株式会社 NSTラボ：iPhone及び iPad向けアプリケーション「天気戯画」 
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【平成 24年度】 

◎大賞 

 株式会社ジークルー：iOS連携ハードプラットフォーム 

会津大学院 相田真吾：座位姿勢角度計測ｉOSアプリケーション「S．P．M．ⅰ」シリーズ 

○奨励賞 

株式会社会津ラボ：スマートフォン向けアプリ「ご当地観光指さしナビ」 

 

【平成 25年度】 

◎大賞 

    株式会社会津ラボ：スマートフォン向け女子会調整アプリ「Apoli」 

○奨励賞 

株式会社 Eyes,JAPAN：オープンデータを可視化し比較するプラットフォーム技術 

株式会社デザイニウム：オープンデータを用いた観光文化資源マッピングアプリケーション会

津大学 ４年 讃岐 航：Machi-Beacon(町ビーコン) 

 

【平成 26年度】 

◎大賞 該当なし 

○奨励賞 

株式会社 Eyes,JAPAN：FUKUSHIMA Wheel（フクシマホイール） 

会津大学 2年 五十嵐 太清：Pieces of Japan（ピースオブジャパン） 

株式会社デザイニウム：災害対応クラウド電話ポータルサービス「でんこちゃん（仮）」 

 

【平成 27年度】 

◎大賞 

    株式会社会津ラボ：簡易設置可能な家庭向け多機能電力見える化システムの開発 

○奨励賞 

株式会社デザイニウム：リハビリの定量的機能改善評価システム 

株式会社 FaBo：VR拡張プラットフォーム”CardBoard+” 

 

【平成 28年度】 

◎大賞 

    株式会社マイクロアーツ：PDF変換サーバー製品 ZumenPDFserverシリーズの開発と販売 

株式会社 for Our Kids：さわれるプログラミング教材ロボット PETS 

○奨励賞 

藤井 靖史, 五十嵐 太清, 坂口 勇太, 鍛 哲史（会津大学チーム）：Tax Free Help 

 

 

 

 

 

 

 

58



 

【平成 30年度】 

◎大賞 該当なし 

○奨励賞 

＜技術部門＞ 

・会津大学 芳賀 史都 「農業と ITをつなげる SmartAgri」 

・株式会社デザイニウム 「除雪業務における動態管理システム『SNOW.AM』」 

・株式会社会津ラボ 「動物の塗り絵 ARアプリケーションの開発」 

・株式会社ＦａＢｏ 「AIスピーカー開発キット『Denbun』」 

 

＜ビジネスモデル部門＞ 

・株式会社 Eyes, JAPAN 「AI を使った唾液によるがんリスク検出・受診勧奨サービス」 

 

【令和元年度】 

◎大賞 該当なし 

○奨励賞 

＜技術部門＞ 

・株式会社 FaBo 「AI Robot Car Kit」 

・株式会社デザイニウム 「コミュニティ通貨プラットフォーム『C.C.Wallet』」 

 

＜ビジネスモデル部門＞ 

該当なし 

 

【令和２年度】 

◎大賞  

・株式会社会津コンピュータサイエンス研究所  

「3Dカメラを活用したソーシャルディスタンスの評価及び可視化システム」 

○奨励賞 

・株式会社シンク 「IoTドリンクサーバー『Nomasse（のまっせ）』」 

 

【令和３年度】 

○奨励賞 

・株式会社会津コンピュータサイエンス研究所  

「ComiAI-混雑状況見える化システム-」 

 

【令和５年度】 

○奨励賞 

・株式会社会津コンピュータサイエンス研究所  

「AI Smart Gate+」 
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２ ＩＴベンチャー販路拡大支援事業（令和５年度まで） 

概 要  

会津産ＩＴとして認定された認定技術について、国内外で開催される展示会に出展し、販路拡大

や業務拡張を目指す企業に対して、展示会の出展にかかる経費の一部を補助しました。 

 最新ＩＴ技術のビジネスマッチングの機会は首都圏等に集中する傾向にあり、また大規模な展示

会への参加によってビジネスチャンスが拡大する傾向がありますが、個々の企業体での参加は経済

的な負担が多く参加が厳しい現状にあります。そこで必要経費の一部を支援して、成長産業である

ＩＴ産業の優秀な技術の育成強化に寄与します。 

 

対象経費   

国内外の大規模な展示会・見本市等への出展料、及び展示スペースの装飾、電気通信料、出展製

品運搬料等 

 

対象者  

会津産ＩＴ技術に認定され、市内に主たる事業所を持つベンチャー企業若しくはベンチャー企業

2社以上で構成されるグループ及び団体等  

 

助成金額   

助成対象事業を実施し助成対象と認められる経費の１／２以内(限度額 1件あたり 20万円) 

 

３ ＩＴ特許相談窓口 

  

 ベンチャー企業の特色ある技術や、サービス、商品を支援するため、市ではＩＴに関する特許等を中

心とした知的財産の無料の相談窓口を設置しています。 

 県知財総合支援窓口と連携し、特許取得ばかりではなく、他社の特許活用や戦略的な特許活用の相談、

コンサルティングを行います。  

 

対象者 

市内に活動の拠点を有し、特許等に関する懸案事項を持つＩＴベンチャー企業等。 

 

相談のフロー 

(1)相談の申込み（Web上から申込書を提出） 

(2)相談の調整（市商工課が相談者及び相談員と調整） 

(3)相談の実施（相談員が主にメール等で相談者にアドバイス）※相談料は無料。 
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